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はじめに 











 そして、1980 年代から中国の改革開放が進展し、1990 年代から中国と東南アジアの関係が再び密接
になると、中国やシンガポールを中心に中国に対する同胞意識の高まりの表れとしてマラヤ華人の抗
日運動研究が活発化した。その中では、1930 年代の抗日救国運動が注目され、その愛国主義・民族主




2 cf. Current Population Estimates, Malaysia, 2017-2018; Population Trends, Singapore, 2018. 
3 本稿では、マレー半島及びその周辺のシンガポール・ペナン等の島々を総称する言葉として「マラヤ」を用いる。 
4 陳嘉庚（タンカーキー、1874-1961）、福建省泉州府同安県生まれ。1891 年にシンガポールへ移住。1909 年にマレー
半島におけるゴム栽培事業で成功した。1910 年にシンガポールで中国同盟会に参加し、1911 年の辛亥革命では福建
革命軍政府を支援し、シンガポールの福建省出身華人の代表的存在として知られるようになった。教育事業にも注力し、
1912 年以降、郷里の福建省に集美学校を設立し、1921 年には厦門大学を創設した（市川 1984: 3-28）。陳嘉庚について
の研究は多数あり、特に一次史料として本人の回顧録である陳嘉庚（1946）がよく使われている。 
5 南洋華人機工に関する最新の研究に、黄・黄（2015）、夏（2016a）（2016b）がある。 
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 20 世紀初頭のマラヤ華人社会は、大きく分けて中国生まれ華人（China-born Chinese）と、海峡植民地8




















                                                          
6 マラヤ華人の排日・抗日運動に関する研究に Akashi （1968, 1970）、明石（1971）、レオン（1993）、黄・趙・
叢（1995）、原（2011）、林・張（2008）、李（2015）がある。 
7 本稿では、日貨排斥運動（対日ボイコット）、在留日本人への暴行・脅迫など排外的な動きを「排日運動」として扱う。
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I．辰丸事件（1908 年）と安奉鉄道改築問題（1909 年）をめぐるマラヤにおける排日運動
の発生 




























                                                          
12 辰丸事件の展開とこれに起因する排日運動の発生に関しては、（菊池貴晴 1966:  第二章）・（菅野 1982: 17）・ 
（呉 2017: 124）、参照。 
13 華民護衛署（Chinese Protectorate）は 1877 年設立された部署であり、華人社会の統括や華人保護を目的とした
活動を行なった。 
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 シンガポールにおける排日運動の発生を受け、駐シンガポール日本領事館事務代理の岸倉松は、1908 年 
5 月 14 日に外務大臣に宛てた文書で、現時点ではほとんど影響がないとしながらも、広東商人が秘密
裏に檄文を起草して他の華商に読ませているとの情報を得ているとして、運動を大きくさせないため











                                                          
14 The Straits Times, 15th May 1908, p.7, “Japanese Boycott”. 
15 「外務省記録」、1908 年 5 月 14 日、在シンガポール岸事務代理より林董外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル本邦品



































                                                          
17  1907 年、陳楚楠・張永福・林義順・許子麟・鄧子瑜等の中国同盟会メンバ―が保皇派の『南洋総匯報』から脱退
し、中国同盟会シンガポール分会の機関紙として創刊した華字新聞。田桐が主筆で、居正・陶成章・胡漢民・林文・汪兆銘・
方瑞麟等が投稿者として立憲保皇派を批判する論説などを載せた。 
18 「外務省記録」、1908 年 5 月 14 日、在シンガポール岸事務代理より外務大臣林董宛「新嘉坡ニ於ケル本邦品「ボイコット」
に関する件」、JACAR, B11090241200（第 82 画像目から）、清国ニ於テ日本商品同盟排斥一件、第二巻（B.3.3）（外
務省外交史料館）、参照。 
19 cf. The Singapore Free Press and Mercantile Advertiser, 13th May 1908, p.4, “Wednesday, May 13, 1908”. 
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 1908 年 5 月に始まったマラヤでの排日運動は、断続的ではあったが、約 1 年半にわたり継続された。特
にその終盤では、1909年8月に安奉鉄道改築問題（満洲進出をはかる日本政府がイギリスと協力し、清
朝に広軌改築の改良工事を強引に認めさせた問題）が発生したことも重なり（菅野 1976:10）、過激
な動きも見られた。1909 年 9 月 18 日には、クアラルンプールで華工が日本人婦人を殴打し、数人
が逮捕される事件が発生した20。10 月 6 日にはペラ州全域で排日運動が起こり、そのうちカンパル（Kampar）
では暴動が発生した21。10 月 13 日にはペナンとクアラルンプールでも排日運動が発生したが、この
とき日本領事館は運動の過激化を警戒してイギリス植民地政府にその鎮圧を要請している22。 
                                                          
20 『叻報』1909 年 10 月 4 日、「華人抵制日本之風潮専電」、参照。 
21 『叻報』1909 年 10 月 6 日、「白蝋華僑抵制日人専電」、参照。 
22 「外務省記録」、1909 年 10 月 13 日、在シンガポール鈴木領事より小村外務大臣宛「彼南地方ボイコット運動勃
発ニ関シ報告ノ件」、JACAR, B11090245100（第 96 画像目から）、清国ニ於テ日本商品同盟排斥一件、第八巻（B.3.3）
（外務省外交史料館）、参照。 
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II．対華 21 カ条要求（1915 年）を契機とするマラヤでの排日運動 
 1914 年 7 月に始まった第一次世界大戦において、日本は日英同盟に基づきドイツに宣戦布告し、
ドイツが中国から租借していた膠州湾（青島）を攻略した。そして 1915 年 1 月、日本は中華民国政府（袁世
凱政権）に対し、ドイツの山東省権益の継承と、南満州及び東部内蒙古など日露戦争で得た日本の権
益拡大など、5 項 21 カ条ヵからなる要求と希望を認めさせようとした。いわゆる「対華 21 ヵ条要求」
である。これに対して中国では大規模な反発が起こり、3 月以降、全国的に排日運動が展開








                                                          
23 「外務省記録」、1909 年 10 月 7 日、在シンガポール鈴木領事より小村外務大臣宛「彼南地方ボイコット運動勃発
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造記事によって猛烈に日本を攻撃している。3 月 2 日（旧暦の正月 15 日、すなわち元宵節）の夜に華人が行
列を作るのを宣伝の機会ととらえ、2・3 台の自動車に広告をのせ、「惨惨惨国亡令」等の文を大書して
市中を巡回し、群衆に向かって大道演説を行ない、人々の心を激昂させている。 






 シンガポールでは、1914 年 10 月に青島の戦い27が起こった時から日貨排斥を呼びかける檄文の配布が














                                                          
25 「外務省記録」、1915 年 3 月 22 日、在シンガポール藤井領事より加藤外務大臣宛「新嘉坡在留中国人ノ日貨抵
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（3）クアラルンプール 






1912 年に中華民国が成立すると中国同盟会と他派を合わせて国民党を結成し、同年 12 月には中国同
盟会シンガポール分会28などを北京国民党シンガポール支部（The Singapore Communication Lodge of the 
Kuomintang of Peking）に改組し、その翌年には英領マラヤ各地に 27 の国民党支部を設けた。1913 年初
頭、袁世凱が国民党を弾圧するようになると、同年 7 月に国民党は「中華革命党」に改組し、マラヤ
に幹部を派遣して反袁活動の募金活動などを行なうようになった。1914 年 8 月には、国民党シンガポー
ル支部の活動がイギリス植民地政府により禁止されるが、南洋工業公司の名義で地下活動をつづけ、革命派
は現地の新聞・倶楽部・夜学校・書報社などの一員として活躍した（崔 2007: 32）・（李 2015: 319）。前述のよ
うに日本側は 1909 年の時点から革命派の動きを警戒しており、（1）のペナンでの排日運動も革命派














                                                          
28 1905 年に孫文が東京で中国同盟会が結成された後、1906 年シンガポール分会が結成され、福建省出身の陳楚楠が
会長、広東省出身の張永福が副会長、広東省出身の林義順が理事に就任した。 
29 「外務省記録」、1915 年 3 月 22 日、在シンガポール藤井領事より加藤外務大臣宛「新嘉坡在留中国人ノ日貨
抵制運動ニ関シ報告及撒文送附ノ件」、「中国人ノ日貨排斥一件」『日本外交文書』大正四年第 2 冊、外務省編
纂、1966。 
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の盛り上がりを阻止しようとした。また扇動者の逮捕と集会の取り締まりも進めた。 
 排日運動の鎮静化に向けたイギリス植民地政府の姿勢は、1908 年の時よりも明らかに積極的であっ















 第一次世界大戦後、中国は日本からの山東省旧ドイツ権益の返還や対華 21 カ条要求の無効化を目
指して代表団をパリ講和会議に派遣したが、会議では日本の山東権益が容認され、国際的に承認され
ることになった。このことに失望と怒りを感じた人々が中国代表団に対して講和条約に調印しないよ








                                                          
30 「外務省記録」、1915 年 3 月 30 日、在シンガポール藤井領事より加藤外務大臣宛「印度兵ノ暴動ニ関シ報告提出
ノ件」、「新嘉坡ニ於ケル印度兵暴動一件」『日本外交文書』大正四年第 3 冊下巻、外務省編纂、1969 年、参照。 











 5 月下旬、マレー半島のクアラルンプールでは、福建人学生十数名が 5 万元の運動費をもって日貨 
排斥を扇動した（菅野 1981:  73）。また当時の政府（北洋軍閥政府）の腐敗と無能を批判していた革
命派の国民党機関紙『益群報』の創刊者・編集長の呉鈍民33は、五四運動を支持し、日本の中国に対
する横暴・威嚇・強権行使を非難し、これに対しては日貨排斥や爆弾使用を含むあらゆる抗議行動が
許されると論じ、排日運動を指導した（原 2011:  76）。さらに 5 月末には華字新聞に排日に関する扇
動的記事が掲載され、6 月 5 日には排日運動を扇動する檄文が市中に配布された34。 








箱に火をつけてまわり、家具などを燃やした（レオン 2005:  265）。29 日には華人雑貨商組合が、日本
が青島（旧ドイツ権益）を返還しないうちは日本との一切との取引を中止し、これに違反する場合は 
500 海峡ドルの罰金を課すことを決議し、7 月 1 日には綿布商組合も同様の決議をして、以後表面上
の取引は中止の状態となった（菅野 1981: 74）。 
 ペナンでは、前述の「愛国同盟」だけでなく、広東省のアナキズム的組織「新社」の支部である「誠
社」も排日運動を煽った。6 月 21 日に日貨排斥のデモ隊が結成され、日本人の店舗に押し寄せ、日本商
品を破壊した。日本人売春婦が群衆の襲撃対象となり、日本製の人力車が憤怒の群衆によって燃やさ
れた。さらにデモ隊に参加した労働者は、倉庫の米を奪うなど連日米騒動を起こし、警察と衝突した
（崔 1965: 66）。 
 
                                                          
33 福建人、中国で良好の儒家教育を受け、日本での留学経験があると言われている。 
34 「外務省記録」、1919 年 6 月 17 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運




36 「外務省記録」、1919 年 6 月 21 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル中国人ノ
排日運動、暴行、ボイコット及之ニ対スル英官憲ノ措置報告ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 8 
年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970、参照。 
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2．過激化した排日運動による被害 






客は多少増加したが、売上高は少なくとも 5 割から 7 割まで減少した。売上高が最も減少した商品は
医薬類で、7・8 割の減少がみられ、綿布類と一般雑貨類も 5 割ほど減少した。比較的に減少幅が小さか
ったのは美術品・化粧品・ゴム園供給品などであり、2～4 割程度の減少にとどまった。 
 シンガポールでは、在留日本人小売商の約半数は主に華人向け商品を取り扱うため、排日運動の勃
発後、売上高は 5 割から 7 割まで甚だしく減少した。華人が主要顧客の日本人小売商は大打撃を受け、経営
困難に陥った。最も打撃を受けた商品は医薬類で、その次はビール類と一般雑貨であった。一方、6 月 19 日の
暴動により 5・6 名の日本人商人が損害を受け、20 日と 21 日には日本の南洋協会新嘉坡商品陳列館に避











 クアラルンプールでは、前述のように 5 月末以降に華字新聞における扇動的記事の掲載、6 月 5 日
に日貨排斥を煽る檄文の配布があり、さらに上海から排日運動者が入り込んで日本人商人と取引をし
ている華商を威嚇しようとしているようであるとして、日本領事がイギリス植民地政府に対して排日
                                                          
37 「外務省記録」、1919 年 10 月 2 日、石川南洋協会理事より斎藤通商局第一課長宛「南洋諸地域ニ於ケル日貨
排斥ニ関シ新嘉披坡商品陳列館長ノ報告書送付ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 
8 年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970。 
38 「外務省記録」、1919 年 6 月 26 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運
動ニ関スル件、大正八年六月」、JACAR, B11090261500（第 13 画像目）支那ニ於テ日本商品同盟排斥一件  第二巻
（B.3.3）（外務省外交史料館）、参照。 
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運動の取り締まりを申し入れた39。 




隊を上陸させ、20 日朝 3 時半頃に暴徒を鎮静化させた。同日、日本領事は早朝から民政長官を訪ね、
警視総監列席のもと善後策を協議し、戒厳令の施行と、陸海軍兵及び警察官およそ 800 名で市内を厳
重警備することが決まった（菅野 1981: 74）。『マラヤ・トリビューン（Malaya Tribune）』1919 年 6 
月 27 日の記事によれば、この時（6 月 19 日～21 日）の暴動で 4 名が死亡し、131 名が逮捕され




国軍艦が 24 日の夜に同地に廻航され、25 日から戒厳令が実施された42。 











                                                          
39 「外務省記録」、1919 年 6 月 17 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運
動ニ関スル件、大正八年六月」、JACAR, B11090261500（第 2 画像目）支那ニ於テ日本商品同盟排斥一件  第二巻（B.3.3）
（外務省外交史料館）、参照。 
40 「外務省記録」、1919 年 6 月 21 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル中国人ノ
排日運動、暴行、ボイコット及之ニ対スル英官憲ノ措置報告ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 8 
年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970、参照。 
41 『マラヤ・トリビューン（Malaya Tribune）』1919 年 6 月 27 日の記事によれば、この時の死者 4 名は広東人・
福建人・海南人・インド人各 1 名、逮捕者は福建人 62 名、広東人 23 名、海南人 14 名、日本人 12 名、客家人 11 名、
潮州人・上海人各 4 名、興化人 1 名の計 131 名であった。 
42「外務省記録」、1919 年 6 月 26 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル排日運動
ニ関スル件、大正八年六月」、JACAR, B11090261500（第 13 画像目）支那ニ於テ日本商品同盟排斥一件  第二巻（B.3.3）
（外務省外交史料館）、参照。 
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ある。『マラヤ・トリビューン』1919 年 6 月 21 日には、「海峡華人の有力者だけではなく、中国出身の
                                                          
43 Malaya Tribune, 19th June 1919, p.4, “The Boycott”. 
44 「外務省記録」、1919 年 6 月 21 日、在シンガポール山崎総領事代理より内田外務大臣宛「新嘉坡ニ於ケル中国人ノ
排日運動、暴行、ボイコット及之ニ対スル英官憲ノ措置報告ノ件」、「中国ノ日貨排斥運動ニ関スル件」『日本外交文書』大正 8 
年第 2 冊下巻、外務省編纂、1970、参照。 
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その背景には、第一次世界大戦中の1915 年 2 月 日に発生したシンガポールでのインド人兵士の暴動
事件があったと考えられる。この事件により、イギリス植民地政府はインド人だけでなく華人の集団
                                                          
45 Malaya Tribune, 21st June 1919, p.4, “The Riots”. 
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